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総括研究報告書 

 

都道府県アレルギー疾患医療拠点病院の機能評価指標に関する研究 

 

研究代表者 海老澤 元宏 国立病院機構相模原病院 臨床研究センター長 

 

A.研究目的 

 2014 年にアレルギー疾患対策基本法が成立し、

アレルギー疾患対策の総合的な推進を図るため

2017 年にアレルギー疾患対策に関する基本的な

指針（基本指針）が策定され、厚生労働大臣告示

された。この基本指針では、「国民がその居住す

る地域に関わらず、等しくそのアレルギー疾患医

療全体の質の向上を進めること」が謳われており、

アレルギー疾患に関する医療提供体制を整備す

る為に、2017 年に「アレルギー疾患医療提供体制

の在り方に関する検討会」が開催され、報告書が

発出された。この報告書では、アレルギーの疾患

医療提供体制として国レベルの中心拠点病院（国

立病院機構相模原病院、国立成育医療研究センタ

ー）、都道府県レベルでの都道府県アレルギー疾

患医療拠点病院（以下、都道府県拠点病院）、一

般病院・かかりつけ医の役割等を示している。 

研究要旨 

 2014 年にアレルギー疾患対策基本法が成立し、アレルギー疾患対策の総合的な推進を図るため

2017 年にアレルギー疾患対策に関する基本的な指針（基本指針）が策定され、都道府県拠点病院

の選定が進められた。2022 年 3 月末時点で 47 都道府県すべての選定が終了し、78 病院が都道府

県拠点病院としての役割を担うことになった。 

 今後、各都道府県が、都道府県拠点病院の診療機能や実績、地域連携に関する活動状況等を定期

的に把握し・評価していくためにも、すべての拠点病院で統一化された客観的な評価指標が必要と

なる。そこで本研究事業では評価指標案を作成し、都道府県拠点病院を対象として試験的に調査を

実施した。評価指標案による調査結果から、各拠点病院の現状を把握と、今後の評価につながる有

用な指標を作成すべく検討を行った。 

 現在の都道府県拠点病院、都道府県のアレルギー疾患医療の評価に関する意見や要点を抽出し、

各領域の診療指標、拠点病院としての活動指標などの客観的な評価指標案を作成した。指標案によ

る調査を 2021 年 11 月時点で拠点病院に指定されていた 43 都府県、73 施設と連携施設 9 施設の計

82 施設に実施し回答を得た。 

 調査結果から、都道府県拠点病院の現状については、調査項目ごとに地域別の状況が明らかにな

り、今後強化すべき機能について項目別・地域別に「見える化」することができた。診療体制につ

いては、紹介患者の受け入れは十分に行われているようだが、アレルギー専門医・指導医の充足率

が低いこと、一部の治療や検査の実績がないことから、拠点病院として十分なアレルギー診療を提

供できているかは判断できない。そのため、評価指標を作成する際には、診療レベルを評価し得る

指標の作成が必要と考えられた。さらに専門医・指導医の充足率の低さを改善することが課題のひ

とつと考えられた。 

 本研究事業は、令和４年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（免疫・アレルギー疾患政策研究

事業）「各都道府県におけるアレルギー疾患医療連携体制構築に関する研究」として引き継がれ、

各都道府県におけるアレルギー疾患の医療提供体制の現状調査を起点とし、都道府県拠点病院を

中心とした医療提供体制の整備・構築を行い、全国でのアレルギー疾患医療の均てん化を目指す。 
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 都道府県拠点病院は内科・小児科・耳鼻咽喉科、

皮膚科、眼科が連携し、診療・情報提供・人材育

成・研究等の役割について報告書には記載されて

おり、都道府県拠点病院が実施すべき/実施する

ことが望ましい具体的内容も示されているが、令

和元年に厚生労働省が実施した拠点病院に対す

るアンケート調査では、必ずしもすべての拠点病

院が求められる役割について実施出来ていない

状況があることが明らかとなっている。 

 報告書において、各都道府県は、都道府県拠点

病院の活動実績等を定期的に評価するとされて

おり、すべての拠点病院で統一化された評価する

指標が必要である。今後、拠点病院の機能を評価

し、各都道府県、また都道府県拠点病院自施設の

診療機能や実績、地域連携に関する活動状況等を

把握し・評価する着実な PDCA サイクルの確保を

実施するためにも明確な機能評価指標を策定す

る必要がある。 

 本研究班は、単年度研究として、中心拠点病院・

都道府県拠点病院・行政・患者・かかりつけ医等、

領域横断的にアレルギー疾患に携わる者が参画

した研究班を構築し、拠点病院の評価指標案の作

成を目指した。 

 

B.研究方法 

 評価指標案は新たに作成する調査票を用いた

拠点病院向け調査結果をもとに検討することと

した。 

調査票案は、研究代表者の統括の下、拠点病院

の各領域の分担研究者（小児科領域（大矢）、内

科領域（永田・福冨）、耳鼻咽喉科領域（櫻井）、

皮膚科領域（矢上）、眼科領域（宮崎））を中心に

検討し、研究協力者として日本医師会、患者会、

行政、開業医の代表も招集し、それぞれの立場か

らの意見も仰いだ。現在の都道府県拠点病院、都

道府県のアレルギー疾患医療の評価に関する意

見や要点を抽出し、班会議で意見を集約し、「ア

レルギー疾患医療提供体制の在り方に関する検

討会」報告書に記載されている拠点病院に求めら

れる役割、具体的内容についての例示なども参考

としつつ、各領域の診療指標、拠点病院としての

活動指標などの客観的な調査票を作成した。 

調査対象施設は 2021 年 11 月時点で拠点病院

に指定されていた施設とした。 

調査は 2021 年 11 月下旬から実施し、各施設

の担当者へ郵送及び E-mail で調査票を送付した。

回答は E-mail で回収し、回収期日を 12 月末と

した。 

 

C.研究結果 

【調査票作成】 

調査項目は以下の 6 つの項目とした。調査項目

の詳細は別添に示す。 

1.診療体制（診療機能、診療従事者） 

2.診療実績（治療実績、検査実績） 

3.研修の実施体制、 

4.情報提供体制、 

5.臨床研究及び調査研究、 

6.行政との連携 

調査対象のアレルギー疾患は、成人・小児共通

で気管支喘息、食物アレルギー、アトピー性皮膚

炎、アレルギー性皮膚疾患、アレルギー性鼻炎、

アレルギー性眼疾患、アナフィラキシー、薬物ア

レルギー・薬疹、消化管アレルギー関連疾患、成

人のみで金属アレルギーとした。入院のべ患者数

については、小児・成人共通で気管支喘息、好酸

球性多発血管炎性肉芽腫症、アレルギー性気管支

肺真菌症、食物アレルギー、アトピー性皮膚炎、

アナフィラキシーとした。 

調査内容に関する回答・データ算出については、

回答者の労力の軽減化を図り、今後の継続的な調

査方法を模索するため以下の方法とした。 

1.診療体制：代表医師または該当する科の医師

が回答する。 

2.診療実績（1）治療実績：診療報酬を担当す

る事務部門担当者が請求コードに基づく集計結

果を回答。複数の疾患名を持つ場合には重複して

計上、また複数回の外来および入院も回数分計上

する。（2）検査実績：①代表医師または該当する

科の医師が概数を回答、②診療報酬を担当する事

務部門担当者が請求コードに基づく集計結果を

回答する。ただし、請求コードのない気道可逆性

試験、気道過敏性試験、抗原吸入誘発試験は①の

方法のみで回答を得る。 

3.研修の実施体制、4.情報提供体制、5.臨床研

究及び調査研究、6.行政との連携：いずれも代表

医師・該当する科の医師・事務部門担当者が回答

する。 

 

【調査結果】 

 調査依頼は 43 都府県の拠点病院 73 施設と連

携施設 9 施設の計 82 施設に行い、そのうち拠点
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病院 66 施設・連携病院 4 施設の計 70 施設から

回答を得た（回収率：85.4％）。 

6 つの項目別に調査結果の概要を以下に示す。 

１． 診療体制 

 調査時点の診療体制について回答を得た。 

（１） 診療機能 

 地域の医療機関から紹介されたアレルギー疾

患の患者は小児では概ね 9 割以上、成人では消化

管アレルギー関連疾患を除く疾患では 8 割以上

の施設において原則受け入れられていた。成人の

消化管アレルギー関連疾患の患者を原則受け入

れていたのは 65％であり、他の疾患と比較して

低率であった（図１）。 

 地域の医療機関への紹介は 99％、連携協力体

制は 89％、栄養管理室の食物アレルギー対応が

できる体制は 85％であり、多くの施設でこれら

の体制が整備されていた。都道府県別では、地域

連携の体制が整備されていないのは 4 県、栄養管

理室の体制が整備されていないのは 6 県であり、

多くの地域はこれらの体制が構築されていた。 

（２） 診療従事者 

 日本アレルギー学会の専門医の配置について

は、常勤の専門医不在の施設は内科が 26％、小

児科が 45％、皮膚科が 68％、耳鼻咽喉科が 83％、

眼科が 98％であり、指導医不在の施設はそれ以

上であった（図 2）。一方、基本領域の専門医不在

の割合は耳鼻咽喉科が 6％、皮膚科が 12％、眼科

が 15％であり、基本領域の専門医は概ね配置さ

れていた。都道府県別には、非常勤医師も含めて

在籍していない都道府県は、内科 5 県、小児科 9

県、耳鼻咽喉科 16 県、皮膚科 19 県、眼科 39 都

府県であった（図 3）。 

 専門的な知識及び技能を有する医師以外の診

療従事者については、小児アレルギーエデュケー

ターの看護師は 42％の施設に配置されているが、

その他の資格については 8 割以上の施設で配置

図 1 アレルギー疾患の紹介患者の受け入れ 

図 2 日本アレルギー学会の専門医・指導医の配置 
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されていなかった。 

 

２． 診療実績 

 2019 年 1 月～12 月における診療実績について

回答を得た。 

（1）治療実績 

各アレルギー疾患の紹介受入れ患者数、外来のべ

受診患者数、入院のべ患者数と、生物学的製剤お

よび分子標的薬の処方数、アレルゲン免疫療法

（皮下・舌下）実施患者数、アドレナリン自己注

射薬処方患者数、アレルギー疾患に対する手術等

の実施数について回答を得た。いずれについても

施設により患者数や実施数のばらつきはみられ

たが、治療実績を有する施設が多かった（図 4-

8）。一方、治療実績のない施設が 2 割を超えてい

たのは、紹介受け入れ患者：成人の金属アレルギ

ーと消化管アレルギー関連疾患、小児の薬物アレ

ルギー、外来のべ受診患者数：小児の消化管アレ

ルギー関連疾患、入院のべ患者数：成人・小児共

通で好酸球性多発血管炎性肉芽腫症、アレルギー

性気管支肺真菌症、アレルゲン免疫療法（皮下）、

気管支熱形成術、鼻漏改善手術、アレルギー性眼

疾患に関連した白内障・網膜剥離・緑内障の手術

であった。 

（2）検査実績 

各種検査の実施数について概数と請求コードに

よる件数について回答を得た。成人では、プリッ

クテスト、パッチテスト、肺機能検査、呼気 NO

検査は 8 割以上の施設で実施されていたが、食物

経口負荷試験、運動誘発試験、涙液中総 IgE 定性

を実施していた施設は 1 割未満であった。小児で

は、プリックテスト、肺機能検査は 8 割以上の施

設で実施され、パッチテスト、呼気 NO 検査、食

物経口負荷試験も 7 割程度の施設で実施されて

いた。一方、運動誘発試験、薬物負荷試験、涙液

総 IgE 定性を実施していた施設は非常に少なか

った（図 9）。 

 

３． 研修の実施体制（人材育成） 

 2019 年～2021 年度における実績について回答

を得た。医療従事者および保健師、栄養士や学校、

社会福祉施設等の教職員等に対する講演会は実

施されている施設が多かったが（医療従事者

79％、教職員等 64％）、研修を実施している施設

は少なかった（医療従事者 39％、教職員等 11％）。 

 都道府県別には、医療従事者向け講演会は 35

県、医療従事者向け研修は 22 県、教職員向け講

演会は 28 県で実施されていたが、教職員向けの

研修は多くの都府県で未実施であった。また約半

数の県は講習会・研修への予算配分を受けていな

かった。 

 

４． 情報提供体制 

 調査時点での患者やその家族に対する講習会、

アレルギー相談事業、病院ホームページ等での情

報提供・広報活動の状況について回答を得た。 

 講習会は 55％、アレルギー相談事業は 52％、

情報提供・広報活動は 59％の施設で実施されて

いた。 

 都道府県別には、講習会が 25 県、アレルギー

相談事業が 27 県、情報提供・広報活動が 23 県で

実施されていた。 

 

５． 臨床研究及び調査研究 

 いずれも現時点の状況について回答を得た。 

都道府県のアレルギー疾患の実情を継続的に把

握するための調査・分析を実施しているのは

49％、臨床研究・調査研究に対して都道府県から 

図 3 都道府県別従事者 
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図 4 治療実績（紹介受け入れ患者数） 

図 5 治療実績（外来受診患者数） 

図 6 治療実績（入院患者数） 
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図 7 治療実績（その他） 

図 8 治療実績（手術等） 

図 9 検査実績 
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の予算が配分されているのは 20％、アレルギー

疾患の大規模な疫学調査（厚生労働科学研究）に

協力可能なのは 94％、臨床研究を実施している

のが 74％、アレルギー疾患の研究に関わる臨床

研究コーディネーターを配置しているのが 36％、

アレルギー疾患に関する治験を実施しているの

が 46％であった。アレルギー疾患に関する臨床

研究として 2021 年 4 月以降に倫理委員会の承認

を受けた施設は 85％であった。 

都道府県別には、調査・分析を行っているのは

26 県、臨床研究コーディネーターが配置された

施設があるのは 32 県であり、疫学調査への協力

も 39 県が協力可能と回答していた。一方、多く

の都道府県において行政からの予算配分を受け

ていなかった。 

 

６． 行政との連携 

 2019 年～2021 年度の都道府県と協力状況につ

いて回答を得た。災害等に対する準備を行ってい

るのが 50％、地域住民に対する啓発活動を実施

しているのが 64％、アレルギー疾患に関する諸

問題に対して、市区町村の教育委員会や関係部局

に対し、医学的見地からの助言をおこなっている

のが 74％、都道府県アレルギー疾患医療連絡協

議会を年１回以上開催しているのが 74％であっ

た。 

 都道府県別には、災害等に対する準備を行って

いるのが 24 県、啓発活動を実施しているのが 28

県、教育委員会等への助言を行っているのが 33

県、医療連絡協議会を行っているのが 34 県であ

った。 

 

D.考察 

 本研究では、①都道府県拠点病院が実施すべき

/実施することが望ましい具体的内容を考慮し、

「１.診療体制」「２.診療実績」「３.研修の実施

体制」「４.情報提供体制」「５.臨床研究及び調査

研究」「６.行政との連携」から構成される調査票

を作成し、②都道府県拠点病院を対象に作成した

調査票を用いて調査を実施した。 

 都道府県拠点病院の現状については、調査項目

ごとに地域別の状況が明らかになり、今後強化す

べき機能について項目別・地域別に「見える化」

することができた。診療体制については、紹介患

者の受け入れは十分に行われているようだが、ア

レルギー専門医・指導医の充足率が低いこと、一

部の治療や検査の実績がないことから、拠点病院

として十分なアレルギー診療を提供できている

かは判断できない。そのため、評価指標を作成す

る際には、診療レベルを評価し得る指標の作成が

必要と考えられた。さらに専門医・指導医の充足

率の低さの改善することが課題のひとつと考え

られた。 

 調査項目については、「１.診療体制」、「3.研修

の実施体制」、「4.情報提供体制」、「臨床研究及び

調査研究」、「行政との連携」の 5 つについては、

都道府県別の状況が明らかとなり、評価指標の候

補として妥当な項目であると考えられた。一方、

「2.診療実態」については、施設や疾患により患

者数や実績数のばらつきがみられた。傷病名・医

薬品・診療行為のコード一覧を調査時に添付し、

請求コードから算出して診療報酬を担当する事

務部門に回答いただくように依頼したが、回答を

得るためにはかなりの労力を要した。また複数疾

患名を持つ場合は重複計上したため、当該のアレ

ルギー疾患を主に治療するための検査や治療で

あるのかは不明な点が問題となった。さらに請求

コードを用いる方法では、抽出するデータ量が膨

大となり回答者の負担が大きく、調査票提出まで

にかなりの時間を要した施設もあった。調査票配

布後の問い合わせも多く調査票提出後に解釈の

違いを理由に修正する施設もあったため、回答で

得られた値の正確性にも疑問が残る。真の意味で

の診療実態を評価する方法として妥当であるか、

慎重に検討すべきと考える。また、地域の人口や

同一地域の複数の拠点病院の存在などの理由か

ら、ここで得られた数値を一律に評価するのは難

しい。評価基準をどのように設定すべきか今後検

討していく必要がある。 

 

E.結論 

 本研究事業では全国の都道府県拠点病院の評

価指標案を検討するための調査票を作成し、都道

府県拠点病院の現状調査を行った。調査結果から

指標案の問題点や現状のアレルギー診療の医療

提供体制の問題点が明らかになった。 

 本研究事業は、令和４年度厚生労働行政推進調

査事業費補助金（免疫・アレルギー疾患政策研究

事業）「各都道府県におけるアレルギー疾患医療

連携体制構築に関する研究」として引き継がれ、

各都道府県におけるアレルギー疾患の医療提供

体制の現状調査を起点とし、都道府県拠点病院を
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中心とした医療提供体制の整備・構築を行い、全

国でのアレルギー疾患医療の均てん化を目指す。 

 

F.健康危険情報 

 なし 

 

G.研究発表 

 なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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